
140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

24,600円

現役並み

年間上限 1,680,000円

年間上限 1,110,000円

年間上限 530,000円

年間上限 530,000円※1
一般

標準報酬月額83万円以上／課税所得690万円以上

標準報酬月額53万円以上／課税所得380万円以上

標準報酬月額28万円以上／課税所得145万円以上

標準報酬月額26万円以下／課税所得145万円未満

制度の見直しに関する資料：https：//www.mhlw.go.jp/content/001726232.pdf

健保:標準報酬月額83万円以上 / 国保:年間所得901万円超 140,100円
年間上限 1,680,000円

健保:標準報酬月額53万円～79万円 / 国保:年間所得600万円～901万円

健保:標準報酬月額28万円～50万円 / 国保:年間所得210万円～600万円

健保:標準報酬月額26万円以下 / 国保:年間所得210万円以下

市区町村民税非課税

年間上限 1,110,000円

年間上限 530,000円

年間上限 530,000円※1

※ 年間上限：毎年8月から翌年7月までの12か月間に適用される上限額です。

※1 年収換算～約200万円（健保：標準報酬月額15万円以下等）に該当することが確認できた方は、年間上限41万円を適用し、令和9年8月以降に償還払いとなります。

※ 総医療費は保険適用される診療費の総額（10割）です。入院時食事療養費、差額ベッド代、保険外診療等は高額療養費の対象外です。

※ 70歳以上の外来（個人ごと）には別途、外来の自己負担限度額が定められています。

厚生労働省「高額療養費制度を利用される皆さまへ」 https：//www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/juuyou/kougakuiryou/index.html

15,700円

※ 多数該当：直近12か月のうちに3回以上高額療養費に該当した場合の4回目以降の自己負担限度額

年間上限 290,000円

年間上限 180,000円 －

低所得

区分 Ⅱ：住民税非課税

区分 Ⅰ：住民税非課税／所得が一定以下

区分 Ⅲ：年収約1,160万円～ 270,300円＋（総医療費－901,000円）×1％

区分 Ⅱ:年収約770万円～1,160万円 179,100円＋（総医療費－597,000円）×1％

区分 Ⅰ：年収約370万円～770万円 85,800円＋（総医療費－286,000円）×1％

年収約156万円～370万円 61,500円

25,700円

区分 オ 36,900円

◆ 70歳以上の高額療養費

適用区分 自己負担限度額（月額） 多数該当 ※

年間上限 290,000円 24,600円

区分 ウ：年収約370万円～770万円 85,800円＋（総医療費－286,000円）×1％

区分 エ：年収～約370万円 61,500円

44,400円

44,400円

区分 ア：年収約1,160万円～ 270,300円＋（総医療費－901,000円）×1％

区分 イ：年収約770万円～1,160万円 179,100円＋（総医療費－597,000円）×1％
93,000円

※ 顔認証付きカードリーダーを外来受付に設置していますので、毎月ご提示をお願いします。

◆ 70歳未満の高額療養費

所得区分 自己負担限度額（月額） 多数該当 ※

「高額療養費」とは、保険診療で支払った医療費の自己負担額が、暦月（月の初めから終わりまで）ごとに

定められた限度額を超えた場合に、その超えた金額を支給する制度です。

マイナ保険証を利用すると、原則として「限度額適用認定証」の事前申請をしなくても、

保険診療分の窓口負担を自己負担限度額までとすることができます。

～マイナ保険証・入院したときの自己負担限度額について～
【令和8年8月診療分 ～ 令和9年7月診療分】

◆ 高額療養費の手続きが楽になります


